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１	 大災害に際して弁護士がまず行うべき活動の
ひとつが法律相談である。特に、初期の混乱期
において、情報提供も含めて、弁護士が被災者
の不安に思う事柄に関して親身になって答える
意義は大きい。さらに、今回の震災においては、
原発事故の後、多数の広域避難者が各地に移動
しており、全国どこからでも電話 1 本でつながる
無料法律相談の窓口を設置する意味は大きかっ
た。東京三弁護士会東日本大震災復旧・復興本
部の活動においてまず検討されたのも電話相談
である。
２	 平成 23 年 3 月15 日、日弁連災害対策本部会

議開催後、東京三会災害対策委員会が臨時に開
催された。日弁連災害対策本部からの要請もあ
り、この会議において電話相談開始が決定され
ると、その日のうちにＮＴＴ東日本より4 回線半
年間無料使用の了承を得、電話機設置業者に連
絡・依頼がなされるなど、すみやかな対応がなさ
れた。

	 	 3月16日、日弁連正副会長会にて、「東日本大震
災電話相談」の企画が承認され、後に貴重なデー
タとなる電話相談カードのひな型が作成された。
	 	 3 月17 日、東京三会災害対策委員会委員等有

志にて打合せが行われ、相談担当者用研修会を
3月23日に行うことが決定された。また、特に初
期の段階において相談員の不足が予想されたこ
とから、東京三会各会の法律相談センター運営
委員会委員を中心に、電話相談担当及び研修会
への参加の呼びかけが行われた。
	 	 3 月18 日、電話相談担当者用のマニュアルが

作成され、当面の電話相談担当者の手配も完了
した。
	 	 3月22日、日弁連のプレス発表に合わせて「東

日本大震災電話相談」の広報がなされ、翌日の
相談開始日以降、テレビ・新聞・ラジオ等の各メ
ディアにおいて広く報道がなされた。また、震災
に関する法律相談に不慣れな相談担当員のため
に、弁護士会館地下 1 階の電話相談ブースに備
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品及び資料（六法はもちろん、関東弁護士会連
合会編「Ｑ＆Ａ災害時の法律実務ハンドブック」
及び日本弁護士連合会編「災害対策マニュアル－
災害からあなたを守る本」、各支援制度や罹災証
明書の認定基準の資料など）が準備され、その
他各弁護士会の相談窓口や法テラス・ひまわり基
金法律事務所の連絡先等を記載した一覧表も備
え付けられた。このように、わずか 6 日間の間に、
驚くべきピッチで、準備が進められたのである。
３	 3 月 23 日、日弁連及び法テラスとの共催企画

として、東日本電話相談が開始された。当初は、
10 時～ 12 時30 分及び 12 時30 分～ 15 時の2コ
マにつき、それぞれ東弁 2 名、一弁1 名、二弁1
名の合計 8 名の相談員が担当した。初日から電
話が鳴りやまず、3月23日は44件、24日は61件、
25日も57件の相談があり、4月12日には77件も
の相談が寄せられた。被災者がまさに混乱状態
にあったこともあり、長時間にわたる相談も多く、
相談員は受話器を置いてはすぐに鳴り続ける電
話への対応に追われた。また、同日、日弁連と
の共催による研修会が実施され、研修を受講し
た弁護士より相談員に応募していただき、当面の
相談員を確保することができた。
４	 このように、まさに走りながら体制を整えた電

話相談であったが、1日あたり50 ～ 70 枚の相談
カードが蓄積され始めると、この貴重なデータ
をそのままにしてよいのかという意見が出はじめ
た。どのような類型の相談が多いのか、被災者
のニーズはどこにあるのかを把握することができ
れば、その後の法律相談はもちろん、立法提言
活動にも役に立つことになる。そこで、東京三弁
護士会東日本大震災復旧・復興本部において電
話相談ＰＴが設置され、東京三弁護士会から1
～ 2 名の有志が集い、集計作業に従事すること
となった。折から、日弁連災害対策本部におい
ても、被災地を中心に行われている法律相談の
集計作業が開始され、専従する嘱託が採用され
たこともあり、日弁連と連携して集計作業が行わ
れることとなった。
５	 集計作業は以下のような流れで行われた。ま

ず、電話相談カードの内容（相談及び回答）をデー

タ化することが必要であったが、1日あたり50 ～
70 枚の入力は容易な作業ではなく、入力作業を
行ってもらうボランティア弁護士を新たに募集し
た。震災直後ということもあり、ありがたいこと
にすみやかに人員を確保することができた。そし
て、電話相談が終了するたびに、①東京三弁護
士会より電話相談カードの用紙が日弁連災害対
策本部事務局に集められ、②日弁連災害対策本
部事務局がボランティア弁護士に相談カードを郵
送し、③ボランティア弁護士が相談カード到着
後 5 営業日以内に相談内容・回答・相談の分類
項目をエクセルの表に入力し、④その内容を専用
の ML に投稿した。⑤およそ1週間分のエクセル
の表が溜まった時点で、電話相談ＰＴメンバーで
分担し、各エクセルの表について、分類項目のミ
スがないか、相談内容及び回答について個人情
報が特定される記載がないかをチェックし、⑤
チェックが終了した段階で電話相談ＰＴメンバー
の担当者がデータを統合し、日弁連災害対策本
部に送付した。⑥日弁連災害対策本部では、さ
らに分類項目等についてチェックをし、被災地等
における他の相談と合わせて、集計、データの
クリーニング及び分析を行った。この分析結果は、
日弁連災害対策本部の HP及び自由と正義にて
公表され、日弁連の立法提言活動において貴重
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な資料となった。
10	 また、相談員に対する継続的な情報提供も必

要となった。電話相談ＰＴメンバーは、ボランティ
ア弁護士の担当割や、電話相談室における資料
の更新（例えば、原発事故損害賠償請求に関し
ては、中間指針や各弁護団の連絡先の追加等）
を行ったが、インターネットによる即時の情報収
集が必要となる場面も多く、通信状況が悪い弁
護士会館地下の電話相談ブースでは対応しきれ
なかった。そのため、東京三弁護士会東日本大
震災復旧・復興本部において予算が承認され（Ｌ
ＡＮ工事費用は東弁が負担しました。）、5月より、
電話相談ブースにインターネット回線に接続された
パソコンが設置され、被災者のニーズにより即時
に対応できるようになった。
11	 電話相談の件数は、被災地を中心とした各地

で避難所巡回相談の体制が整えられると徐々に
減少し、相談内容もまた、広域避難者からの原
発事故損害賠償請求に関する相談の割合が多く
なった。そのため、日中の回線は、平成 23 年 8

月1日より2 回線とし、1日あたり東弁2 名、一弁
1 名、二弁1 名の合計 4 名体制となった。その一
方で、日中に電話をかけることが困難な被災者
が存在することから、平成 24 年 2 月13 日より東
弁の派閥有志による夜間電話相談（17時～19時）
が試行的に開始され、一定以上のニーズの存在
が判明したことからその後も継続されることに決
定した。平成 24 年 5月末現在の時点でも、日中
及び夜間合わせて平均 12 件程度の相談が寄せ
られ続けており、当初の件数には及ばないもの
の、特に弁護士が近くにいない広域避難者のた
めに窓口を開いておく必要性が認められた。そ
のため、電話相談は、日弁連と協議の上、平成
24 年 8 月末まで継続されることが決定している。
電話相談ＰＴが発足してからすでに 1年 2 か月が
経過しようとしているが、一次的な入力作業を行
うボランティア弁護士、そして相談員となる弁護
士の協力なしにはこのような継続した活動は困難
であった。この場を借りて、あらためてお礼申し
上げたい。
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